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はじめに 
 

・ 近年、我が国おける光化学オキシダント及び対流圏オゾンの濃度レベルの

上昇が問題になっている。 

・ これに加えて、光化学オキシダント注意報の発令地域が広域化しているこ

とも最近の特徴であり、平成 18 年には長崎県及び熊本県で過去初めて注
意報が発令され、平成 19 年には大分県及び新潟県で初めて注意報が発令
された。平成 19年の注意報発令地域数 28都府県は、過去最多である。 

・ また、対流圏オゾン濃度も、北緯 20 度～60 度において全球的に高くなっ
ている。 

・ 光化学オキシダント濃度の上昇の要因としては、大陸からの移流、前駆物

質の構成比の変化、気象状況の影響、成層圏オゾンの降下等が指摘されて

いる。 

・ 環境省では、光化学オキシダント及び対流圏オゾンの濃度レベルの上昇の

要因を明らかにし、的確な対策を図るため、この分野の学識経験者から成

る光化学オキシダント・対流圏オゾン検討会を設置したところである。 

・ 光化学オキシダント等の濃度レベルの上昇の要因を明らかにするため、検

討会においては、まず、光化学オキシダント、対流圏オゾン等に関する既

存の科学的知見の収集整理を行うこととした。 

・ 本報告書は、平成 19 年 7 月以降 4 回の検討会を開催し、既存の知見を収
集整理した結果及び今後取り組むべき課題を取りまとめたものである。 

・ 光化学オキシダント及び対流圏オゾンについては、その生成機構が複雑で

あり、濃度レベルの上昇の要因の寄与も地域や日によって異なる。 

・ 本報告書は、これまでに得られた関連する知見の収集整理を行ったもので

あり、その意味で、「中間報告」とした。 

・ 今後、本報告書で示した「今後の課題」に行政及び研究者が取り組むこと

により、光化学オキシダント対策が効率的に進むことを期待する。 
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１． 光化学オキシダント・対流圏オゾン汚染の状況 
 
１．１ 概要 
・ 環境基準の達成状況は、低い水準で推移。 
・ 光化学オキシダント濃度は増加傾向にあり、年平均値は 20年間で約 5 ppb
上昇。 
・ 光化学オキシダント注意報の発令地域が広域化。平成 18 年は長崎県、熊
本県で初発令。平成 19 年は新潟県・大分県で初めて発令され、発令地域
は 28都府県で過去最多。 
・ 我が国のバックグラウンドオゾン濃度は経年的に増加傾向。 
・ 北半球（中高緯度）の遠隔地域における地表オゾン濃度は、19世紀末の工
業化以前から 2倍以上に増加。 
・ ヨーロッパの西海岸及び北アメリカでは、過去 20 年間にピークオゾンが
減少する一方で、バックグラウンドオゾンが増加。 

 
１．２ 我が国における光化学オキシダント・対流圏オゾン濃度の状況 

１．２．１ 我が国における監視測定体制 
・ 平成 17年度末現在、一般局 1,157局、自排局 27局において大気汚染防止
法に基づく光化学オキシダントに係る常時監視を実施。1) 
・ これらとは別に、環境省（国設酸性雨測定所）9 地点、気象庁 3 地点、国
立環境研究所 1地点で遠隔地域におけるオゾン測定を実施。2) 

１．２．２ 全国的な状況 
・ 環境基準の達成状況は、低い水準で推移。1) 
・ 注意報等発令延日数は、近年 200日程度で推移。1) 
・ 光化学オキシダント注意報の発令地域が広域化。平成 18 年は長崎県・熊
本県で初めて発令され、発令地域は 25都府県で過去最多。平成 19年は新
潟県・大分県で初めて発令され、発令地域は 28都府県で過去最多を更新。
3) 
・ 光化学オキシダント濃度は増加傾向にあり、年平均値は 20年間で約 5 ppb
上昇。（図 1-1）4) 
・ 境界層オゾンの濃度は、1970～80年代の約 10年間で約 8ppb増加。5) 
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図 1-1 全国の測定局におけるオキシダント年平均濃度の経年変化 4) 
 

１．２．３ 地域的な状況 
・ 光化学オキシダント濃度の季節変動パターンは、関東及び中部では「春＋

夏」型（春に引き続き夏も高濃度の時間が出現）が多いのに対し、関西で

は大部分が「春＋夏＋秋」型（春から秋まで高濃度の時間が出現）で、「春

＋秋」型も関西以西を中心に広く観測。4) 6) 
・ 最近 15 年間の光化学オキシダント濃度の経年変化を見ると、中国地域を
除いた濃度上昇が明らか。7) 

 

１．２．４ 都市域（関東・関西）における汚染の特徴 
・ 沿岸部に位置する都市の汚染物質が海風により内陸に運ばれ、内陸部で高

濃度が観測されており、この状況は年々増加傾向。8) 
・ 関東地域における高濃度が出現する位置は風系の変化と対応し、南関東型、

北関東型、広域型に分類。62) 
・ 大規模な気象観測と航空機観測から、時間や高度、海からの距離などによ

ってオゾン濃度の分布状況の変化を示した東京首都圏における光化学大気

汚染の立体分布や、関東地域から長野県への光化学大気汚染の輸送現象が

解明。51) 62) 63) 64) 
・ 関東地域では、一般風が弱く、閉鎖的な大気場が継続する場合には、二日

以上にわたって汚染の滞留と循環が発生し、このような場合、上空に残存

した前日の光化学反応生成物が再び混合層の中に取り込まれ、当日に発生

した汚染物と混合することで前日より高濃度のオゾンを発生。65) 66)  
・ 気象条件によっては、海風で内陸まで輸送されたオゾンを含む高濃度の大

気汚染空気塊が内陸地域に発生した熱低気圧に取り込まれ、上空数 kmま
で上昇し、これが上層一般風で海上に運ばれ、海上で冷却されて高度を下

げ、再度、海上低層の一般風によって陸上に達するメカニズムが存在。54) 
・ 気象解析、データ解析及びモデル解析の結果、関西地域では春季に光化学

大気汚染が発生しやすい気象条件が関東地域に比べて多く出現。51) 67) 
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１．２．５ 遠隔地域における状況 
・ 八方尾根、隠岐及び小笠原等の観測結果から、バックグラウンドオゾン濃

度は経年的に増加傾向、辺戸岬のように減少傾向の地点も存在。2) 
・ 月変動については、春季に高濃度、夏季に低濃度となる傾向。2) 
・ 隠岐及び対馬でオゾン濃度が 80ppb を超過した日数を見ると、4～6月に集
中しており、春の高濃度が顕著。9) 
・ 東アジアから我が国に気塊が流入した際に 120ppb を超過したオゾン濃度
を観測。9) 

１．２．６ 最近の高濃度の事例 

【最近の広域高濃度事例】 
・ 2007 年 5 月 8 日から 9 日にかけて九州から東日本の広い範囲で光化学オ
キシダント注意報が発令。この光化学オキシダント汚染状況について数値

シミュレーションを行った結果によると、東シナ海に位置する高気圧の北

側の西風によって大陸東岸から流れ出した汚染気塊が朝鮮半島南部を経て、

九州北部から東日本の広い範囲に高濃度のオゾン域が形成。注意報レベル

に相当する汚染気塊のスケールは東西 500km を超えるもので、中国国内
の汚染物質のみでなく、韓国や日本国内の汚染物質の影響も受けている可

能性。5 月 8 日は越境汚染の影響が大きく、5 月 9 日は気温上昇や弱風な
どの気象条件や首都圏等で濃度のピーク時刻が内陸側に行くにつれ遅れが

見られたことなどから判断すると、越境汚染に加えて都市大気汚染の影響

も大きかったことが推測。（図 1-2）10) 11) 

 

図 1-2 化学物質輸送モデルで計算されたオゾンの平均濃度（地上～450ｍ）10) 
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【夏季の関東における高濃度事例】 
＜内陸部で高濃度となった事例：平成 17年 9月 2日＞ 
・ 平成 17 年 9 月 2 日は埼玉県で警報が発令されたほか、東京湾沿岸部や
栃木県などの内陸部でもオキシダント濃度が高くなり、平成 17年の被害
者総数の約 6 割の被害届。この日は朝のうちから濃度が高く、下層大気
が安定で日照が十分にあるという状況で、東京湾や相模湾からの両海風

による収束線が東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の南部に形成され、

関東南部ではオキシダントの生成が促進されやすい条件。北関東では東

京湾や九十九里からの海風が長時間流入しており、午後から夕方にかけ

て内陸部では高濃度域が発生。（図 1-3（左））12) 

 

＜沿岸部で高濃度となった事例：平成 18 年 7 月 14 日＞ 

・ 平成 18年 7月 14日は神奈川県を中心に沿岸部でオキシダント濃度が高
くなり、平成 18年の被害者総数の約 7割の被害届。この日は下層大気が
安定で、朝９時にオキシダントの初期濃度としてはやや高い 0.060～
0.103ppm を示す地点が東京湾や茨城県の沿岸部で存在し、昼前から濃
度が急に上昇。気象状況は朝から晴れて、最高気温は 35℃を超えたとこ
ろが存在。朝 9 時には海風と陸風の収束線が東京湾岸と三浦半島から神
奈川県中央部にかけて形成され、東京湾海風による収束線は昼頃も引き

続き神奈川県中央部に停滞したため、東京湾沿岸部を中心に高濃度のオ

キシダントが観測。（図 1-3（右））13) 
 

 

図 1-3 オキシダント予報区分別最高濃度分布 12) 13) 
（左：平成 17年 9月 2日 15時、右：平成 18年 7月 14日 15時） 
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１．３ 東アジア及び半球規模のオゾン濃度の状況 

１．３．１ 東アジア及び半球規模での監視測定体制 
・ 東アジアにおいては、EANET参加国の一部においてオゾンを観測。14) 
・ 世界規模の観測としては、WMOが全球大気監視（GAW）計画で、オゾン
地上固定モニタリング地点として世界中の 88地点(2007年 10月現在)の観
測網を統合。15) 16) 17) 18) 
・ ヨーロッパでは国境を越えて長距離を移動する大気汚染物質の量などに関

する情報を共有するために EMEPが設立され、157地点のオゾン観測地点
(2007年 10月現在)が登録。19) 20) 
・ 近年、衛星観測技術の進歩により、衛星観測データが充実。21) 

１．３．２ 東アジアの状況 
・ EANET の枠組みで測定している韓国の地点（遠隔地域及び田園地域）で
は、春と秋にオゾン濃度が高く、夏に低くなる傾向。14) 
・ 韓国の都市域（ソウル）での日最高 1時間値の平均オゾン濃度をみると、

5～6月に高くなっており、8～10月にセカンドピークが存在。22) 
・ 台湾の大都市圏である台北におけるオゾン濃度の傾向を見ると、日最高 1
時間値の年平均は 10 年間で 3 割増加。季節変動については春季に高くな
り、夏季に低くなる傾向。68) 
・ 春季から夏季における中国の 3地点（泰山、華山、黄山）のオゾン濃度は、

5～6 月の初夏に 80～100ppb、最高値は 120ppb を超えるなど、華北平原
におけるオゾン濃度が、日本の都市域における光化学オキシダントレベル

に匹敵。25) 
・ ロシアの地点（遠隔地域）では、春に濃度が高くなる傾向。14) 
・ 領域化学輸送モデルによる東アジアの地表付近のオゾン濃度は、冬と比較

して春や夏に上昇。（図 1-4）21) 26) 
・ 領域化学輸送モデルによるアジア大陸におけるオゾン濃度は夏季に最大。

一方、日本付近では、夏季には太平洋からの南風が強くアジアからの影響

を受けないため、春季に最高濃度（ただし、大都市地域では夏季に高濃度

化）。（図 1-4）21) 26) 
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図 1-4 領域化学輸送モデルによる境界層オゾンの２ヶ月平均値 26) 
 

１．３．３ 半球規模での状況 
・ 北半球（中高緯度）の遠隔地域における地表オゾン濃度は、19世紀末の工
業化以前から 2倍以上に増加。（図 1-5）27) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 北半球中緯度における春季地表付近のオゾン濃度変化 27) 
 

 

・ ヨーロッパの西海岸及び北アメリカでは、過去 20 年間にピークオゾンが
減少する一方で、バックグラウンドオゾンは増加。その増加傾向は夏季に

小さく、冬季に増大。28) 29) 30) 31) 
・ 衛星観測の結果では、対流圏オゾンの全球分布は、北半球（中高緯度）の

夏季に最大。春季及び秋季には、北米東部や北西部太平洋など人間活動が
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盛んな地域の風下側に、高濃度のオゾンが分布。ただし、中高緯度の遠隔

地域では、春季に最大、夏季に最小となる傾向。（図 1-6）27) 32) 33) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 衛星観測による季節別オゾン全球分布 32) 
 

・ 北半球中高緯度の対流圏内で高度別のオゾン濃度の季節変化を見ると、高

度 2 km程度までは地表と同様の傾向にあるが、上層に行くほど季節変化
のパターンに地域差がなくなり、濃度のピークが春季へシフト。27) 34) 
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２．光化学オキシダント・対流圏オゾン濃度の上昇トレンドの要因 
 
２．１ 概要 
〔ヨーロッパ、東アジア等からの影響〕 
・ NOX の排出量は、1980 年代以降ヨーロッパ及び北米大陸では概ね横ばい
で推移し、ヨーロッパ大陸では 90年代以降、アメリカでは 2000年頃から
減少傾向が顕著。 
・ アジア大陸の NOX排出量は 70年代には少なかったが、その後の急激な増
加により、90年代半ばにはヨーロッパ及び北米両大陸の排出量を凌ぐレベ
ル（2～3倍程度の増加）。 
・ 隠岐における春季のオゾンに及ぼす影響については、モデル計算（全球モ

デル）と観測データ解析によれば、成層圏オゾン降下、大陸内輸送及び大

陸間輸送の寄与がそれぞれ 15 ppb、15 ppb及び 5 ppbと推定。 
・ 領域化学輸送モデルによる再現結果では、我が国の 4月の地表オゾンの平
均分布に対する北東アジアからの前駆物質起源のオゾンの寄与は 5～10 
ppb程度。 
・ 我が国においては、上空を通過する気塊が地域や日によって異なるため、

光化学オキシダントの高濃度要因に差異。 
・ これまでの研究でヨーロッパ及び北米から東アジアへの増加寄与が数 ppb
あり、日本の環境基準に比べて無視し得ない量。 
・ アジアから北米へのオゾンの生成・輸送は上部対流圏で活発に起こるため、

北半球全域に影響。一方、ヨーロッパからアジアへのオゾン輸送は境界層

内部から下部対流圏で起こり、北米からヨーロッパへの輸送は中部対流圏

での輸送が主。 
〔NOX及び VOC との関係〕 
・ 光化学オキシダントの生成量は、NOX及び NMHC の濃度に対して複雑な
応答を示し、NOX濃度に敏感に応答する領域、NMHC 濃度に敏感に応答
する領域が存在。 
・ 首都圏においては、NMHC /NOX比が 6以上の場合に高濃度出現割合が大
きくなるとの解析。 
・ アルデヒド類により光化学オキシダント濃度がより早い時刻に上昇。 
・ 植物起源の VOC は、排出量が少なくてもオゾン生成に大きな役割。 
〔気象要因等〕 
・ 気温と光化学オキシダント濃度との関係については、変動傾向は一致せず。 
・ 日積算日射量と光化学オキシダント濃度の地域内平均値との関係等が存在。 
・ 紫外線量の増加が光化学オキシダント濃度上昇の一因となっている可能性。 
・ ヒートアイランドが光化学オキシダント濃度に与える影響については不明。 
・ 成層圏オゾンが、近年のオゾン年平均濃度レベルの上昇に及ぼす影響は見



 

11 
 

られない。 
 

２．２ ヨーロッパ、東アジア等から排出される大気汚染物質との関係 

２．２．１ オゾン前駆物質の排出量 
・ NOX の排出量は、1980 年代以降ヨーロッパ及び北米大陸においては概ね
横ばいで推移し、ヨーロッパ大陸では 90年代以降、アメリカでは 2000年
頃から減少傾向が顕著。35) 36) 37) 
・ 一方、アジア大陸の NOX排出量は、70 年代には少なかったが、その後の
急激な増加により、90年代半ばにはヨーロッパ及び北米両大陸の排出量を
凌ぐレベル（2～3倍程度の増加）。（図 2-1）37) 38) 

 

図 2-1 人為起源 NOx排出量のトレンド 35) 37) 
（左側：1970～2000年の北米、ヨーロッパ、アジア、右側：近年の米国のトレンド） 

 

・ 1980 年～2003 年の期間に、アジア全体の NOX排出量は 2.8 倍（中国は
3.8倍）に増加。また、NMVOC 排出量も増加しており、アジア全体で 2.1
倍（中国は 2.5倍）。（図 2-2）39) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 アジア全体の NOX及び NMVOC 排出量推計値 39) 
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・地球規模で COを削減することにより OHラジカルが増加し、オゾンの前
駆物質である CH4が減少するが、アジアにおける CO排出量推計を見る
と、2000年以降は上昇傾向を示しており、CH4濃度、オゾン濃度への影
響が懸念。27) 30) 39) 40) 

２．２．２ 東アジアからの影響 
・ 西日本では春・夏のみならず秋に光化学オキシダント濃度が高くなる日が

増加していること、及び四国及び九州における濃度の増加が大きいことが、

大陸からの影響が経年的に増加していることを示唆。4) 6) 
・ 1970～1985 年及び 1986 年～2002 年におけるつくば及び鹿児島から東ア
ジア大陸への後方流跡線の解析結果からは、前者には春季に濃度が最も高

くなっていたが、後者には夏季に濃度が最大。前駆物質の排出量増加によ

り、紫外線の強い夏季に光化学反応が活発に行われ、オゾンがより多く生

成。（図 2-3）41) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 1970-1985 年（破線）と 1986-2002 年（実線）における中国・韓国
などの汚染地域を通過してきた気塊中のオゾン濃度の季節変化の比較（つく

ばと鹿児島上空 2.1km～4.3kmの平均）41) 
 

・ 隠岐における後方流跡線解析の結果、隠岐を通過する気塊は、東アジア大

陸性地域汚染気塊(WNW/W)、東アジア大陸性清浄気塊(N/NE)、海洋性気
塊(Marine)及び中間気塊(NW)に分けられ、隠岐で見られるオゾン濃度の
日々の変動は、これらの気塊が日々交代するために発生。（図 2-4）5) 42) 
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図 2-4 隠岐におけるトラジェクトリーのセクター分類 42) 

 
・ 利尻ではほとんど通年にわたって大陸性清浄気塊が、沖縄では海洋性清浄

気塊がそれぞれ捉えられるなど、緯度によって捉えられる気塊は大きく異

なり、このため、高濃度要因も地域によって相違。5) 42) 43) 
・ 領域化学輸送モデルによる再現結果によれば、我が国における 4月の地表
オゾンのうち、北東アジアからの前駆物質起源のオゾンは 5～10 ppb程度。
（図 2-5）44) 69) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 領域化学輸送モデルにより求めた 4月の地表オゾンの濃度分布（左）
及び中国・韓国からの前駆物質によるオゾンの生成量 69) 

 
・ 全球モデルによる首都圏のオゾンの発生源別寄与の計算結果（2～4月）で
は、中国からの寄与濃度は日によって大きく変動（2～18 ppb程度）。45) 
・ 2020年の地表オゾン濃度の将来予測（アジアの排出量推計（REAS）の持
続可能性追求型シナリオ（Reference Case）と領域化学輸送モデルを使用）
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の結果によれば、5～6月及び 7～8月の日本域の地表オゾン濃度は、20年
間に 2～5ppb 増加。特に 5～6 月に、東北北部を除く本州、四国及び九州
北部で、2か月平均値が 65ppbを超える予測。38) 

２．２．３ 半球規模でのオゾンの輸送 
・ アジア・北米・ヨーロッパの間のオゾン輸送は、それぞれの大陸間で相違。

アジアから北米へのオゾンの生成・輸送は上部対流圏で活発に起こるため、

北半球全域に影響。これに対し、ヨーロッパからアジアへのオゾン輸送は

境界層内部から下部対流圏で起こり、北米からヨーロッパへの輸送は中部

対流圏での輸送が主。（図 2-6）46) 47) 
 

 

図 2-6 北米からヨーロッパへ、ヨーロッパからアジアへ、アジアから北米へ
渡る大気汚染物質の大陸間輸送の概念図 47） 
 
・ これまでに発表された研究でヨーロッパ及び北米から東アジアへの増加寄

与を見ると数 ppbの寄与があり、日本の環境基準に比べて無視し得ない量。
（表 2-1）30) 

 

表 2-1 ヨーロッパ及び北米からの東アジアへの地表オゾン増加寄与量 30) 
影響地域 発生源地域 影響量(ppb) 参考文献 

アジア ヨーロッパ 1.1 Wild and Akimoto,2001 

東アジア（春季） ヨーロッパ 3(昼間平均) Liu et al., 2002 

日本 ヨーロッパ 0.2-2.5 Wild et al., 2004 

東シベリア 

（1997-99） 
ヨーロッパ 

2（年平均） 

3（春季-夏季） 
Pochanart et al., 2003 

アジア 米国 0.8 Wild and Akimoto,2001 

 

・ 全球モデルを用いたタグ付きトレーサー実験の結果、ヨーロッパから鹿児

島への影響は 4月に 2～2.5 ppb程度、北米からの影響は 4月に 1～2 ppb
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程度。48) 
・ 日本の遠隔地域では、ヨーロッパの遠隔地域より 5～10 ppb程度オゾンの
濃度が高く、このうち 4割程度（2～4 ppb）は中央アジア付近での成層圏
オゾン降下によるものであり、残りがユーラシア大陸や自由対流圏から輸

送。49) 
・ 隠岐における春季のオゾンに及ぼす影響については、モデル計算（全球モ

デル）と観測データ解析によれば、成層圏オゾン降下、大陸内輸送及び大

陸間輸送の寄与がそれぞれ 15 ppb、15 ppb及び 5 ppb程度と推定。観測
される濃度（月平均で 55～60 ppb）を説明できないことから、ヨーロッパ・
北米・東アジア以外の地域からの影響も大きい可能性。26) 43) 44) 47) 48) 

 

２．３ 光化学オキシダントの前駆物質（NOX及び VOC）との関係 
・ 光化学オキシダントの生成量は、NOX及び NMHC の濃度に対して複雑な
応答を示し、NOX濃度に敏感に応答する領域、NMHC 濃度に敏感に応答
する領域が存在。27) 
・ 関東地域における NOXと NMHCの発生源強度の変化と、オゾン最高濃度
や日最高濃度出現時刻の関係を見ると、NOX排出量の減少はオゾン生成ポ

テンシャルを減少させる一方で生成速度を増加させるために、発生源で近

いところに高濃度が出現。NMHC排出量の減少はオゾン生成速度を減少さ
せるため、最高濃度が出現する時刻が遅くなり、発生源から遠い地域まで

移流した後、高濃度が出現。（図 2-7）50) 51) 

 

図 2-7 関東地域における NOx と NMHCの発生源強度の変化とオゾン最高
濃度の関係（左）と NOxと NMHC の発生源強度の変化とオゾン最高濃度出
現時刻との関係（右）51) 

 

・ 首都圏における解析結果によれば、NMHC /NOX比が 6以上の場合に高濃
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度出現割合が増加。50) 
・ 1992年度と 2003年度とで NMHCの組成が変化しているとの調査結果が
あるが、反応性ポテンシャルの変化を見ると、NMHCの組成変化が近年の
光化学オキシダント濃度の上昇に影響はなし。（同調査には光化学オキシダ

ント生成能が大きいアルデヒド類は含まれず。）50) 
・ アルデヒド類については、アルデヒド類濃度と光化学オキシダント濃度の

経時変化が類似しているという報告や、夜間上空に残存していたアルデヒ

ド類等 2次生成物質が翌日混合することで光化学オキシダント濃度をより
早い時刻に上昇させるとの解析結果。52) 65) 66) 
・ 植物起源の VOC の中には、イソプレンのように OHラジカルとの反応性
が高いものも含まれるので排出量が少なくてもオゾン生成に大きな役割。
55) 

 

２．４ 気象状況の変化との関係 
・ シミュレーション結果によれば、夏季に気温が 2 ℃上昇するとオゾン濃度
（昼間平均）が 4 %増加するとされているが、実際の観測結果では、気温
と光化学オキシダント濃度とは変動傾向が一致せず。56) 
・ 紫外線量が増加すると光化学反応が進み、光化学オキシダント濃度が上昇

する可能性。館野の観測結果によれば、1990年以降の紫外線量は増加（年
平均値は 1990 年～2000 年までに約 10 %増加）しており、光化学オキシ
ダント濃度上昇の一因の可能性。56) 
・ 気象要素（日積算日射量、日最高気温等）と光化学オキシダント濃度には、

日積算日射量が大きい日が多い年は 4～9 月の光化学オキシダント濃度の
地域内平均値が高くなる傾向などの相関。50) 
・ 天気図を用いた判定を行った結果、1990年頃より 2000年前後には夏季に
高気圧圏内に入る日が増加しており、好天日の増加は平均気温の上昇や期

間積算紫外線量の増加につながり、光化学オキシダント高濃度増加の一因

の可能性。55) 57) 
 

２．５ ヒートアイランド現象との関係 
・ ヒ－トアイランド発生場所と光化学オキシダント高濃度域の位置関係には

一定の傾向が見られるが、ヒートアイランドによる高温が光化学オキシダ

ント濃度に与える影響については現在のところ不明。58) 
 
２．６ 成層圏オゾン降下との関係 
・ 春季に成層圏から対流圏へのオゾン降下が見られるが、低気圧に伴う寒冷

前線に沿って、圏界面から対流圏上層に輸送された成層圏オゾンが、引き

続き発生する移動性高気圧の下降流により、地上へと輸送されるメカニズ
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ムが解明。59) 
・ 地上へと輸送される時の下降流の強さや、局所的な気温逆転層の強さ、移

動性高気圧の東進速度が、地上でのオゾン濃度や高濃度出現の地域を決定。
59) 
・ 成層圏オゾンの降下は地域的には、ジェット気流の動きと密接な関係があ

り、ジェット気流の中心軸が南下する場合は、日本の南の地域においても、

地上で成層圏起源のオゾンが観測される場合が存在。59) 
・ 後方流跡線解析やオゾンゾンデ観測の結果から、成層圏オゾンが、近年の

オゾン年平均濃度レベルの上昇に及ぼす影響は見られない。（図 2-8）4) 60) 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 つくばのオゾンゾンデ観測による 1970年以降の 700 hPaにおけるオゾ
ン分圧（mPa）の経年変化 60) 

 
２．７ 高濃度日における各要因の解析 
・ 近年の福岡県の高濃度日の主要因を分類すると、大陸からの移流、地域汚

染がそれぞれ 30％程度、成層圏からの下降が 10％程度となっており、近
年では大陸からの移流の割合が増加。61) 
・ 2007 年 5 月 8 日及び 9 日に観測された全国的な高濃度オキシダント発生
事例の再現シミュレーションの結果、8 日は越境汚染の影響が大きく、9
日は越境汚染に加えて都市大気汚染の影響を受けていることが判明。10) 11) 
・ 1996 年 4 月の八方における観測結果及び化学輸送モデルの計算結果を見
ると、北米及びヨーロッパの影響は変動が小さいが、東アジア及び日本由

来の影響は変動が大きく、影響要因の寄与割合では成層圏、東アジア及び

日本由来の影響が同程度の日もあれば（4月 7日）、日本由来の影響が非常
に大きい日（4月 25日頃）も存在。（図 2-9）49) 
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図 2-9 1996年 4月の八方におけるオゾン観測値と化学輸送モデルによる計算値 49) 
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３．今後の課題 

（１）予測モデル等の改良 
・ 世界各地のリモート地点における、成層圏オゾン降下、大陸間輸送、大陸

内輸送の寄与割合の定量的評価。 
・ オゾンの輸送・拡散・反応・沈着過程のモデリングの精緻化、モデルの相

互比較及びフィールド観測データによる検証を通じた予測の高度化。 
・ 大小スケール間の相互作用を予測できる都市からグローバルまでの統合モ

デルシステムを確立。 
・ 光化学オキシダント濃度の近年の上昇要因について、地域により状況が異

なることから、地域ごとのより詳細な要因分析を実施。 
 
（２）NOX及び VOC の排出量等の把握 
・ 人為起源と自然起源の双方について、排出インベントリを整備・更新。 
・ VOC の発生源で、情報が少ない工事車両、農業関係、空港施設、港湾施設
等に関する排出量データ等の把握。 
・ VOC は物質により反応性が異なるため、削減効果をシミュレーションで検
証する上で不可欠な VOC 組成の把握。 

（３）光化学オキシダント測定体制の強化 
・ 今後の対策検討・効果検証のため、国内観測網の精度向上を実施。地方自

治体において、定員の削減、知識や経験の豊かな技術者の退職などが問題

となっていることから、適正な大気環境常時監視システムを維持。 

（４）国際的な取組みの推進 
・ 各国国内の大気汚染問題の改善のためにも、大気保全対策について近隣諸

国との協力を推進。 
・ 大気汚染と温暖化対策を一体的に進めるコベネフィット対策を活用し、近

隣諸国との協力を推進。 
・ アジアにおいては、オゾンの観測体制が不十分であることから、アジア諸

国との協力の下で、EANET の枠組みにおけるオゾンモニタリングの実施
を推進。その際、開発途上国においても導入可能なオゾン簡易測定方法を

検討し、普及を図ることも有効。 
・ 科学的知見の共有を目的とした中国等とのオゾンに関する共同研究の実施

を検討。 
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